
                                                 

教育旅行誘致調査・分析業務仕様書 

 

１ 業務名 

教育旅行誘致調査・分析業務 

 

２ 履行期間 契約締結日から令和９年３月３１日まで 

 

３ 業務目的 

   本業務は、倉敷市を訪れている教育旅行の発地地域や学校の傾向、倉敷市を訪問先として選定

する目的・理由等を調査・分析するとともに、倉敷市を訪問先として選定していない旅行会社に対

して、その理由や倉敷市に対する認識・意向等を把握することにより、本市における教育旅行誘致

の現状と課題を明らかにし、今後の効果的な教育旅行誘致施策の検討につなげることを目的とす

る。 

 

４ 業務内容 

(１) アンケート調査 

教育旅行を取り扱う旅行会社を対象に、アンケート調査を実施する。 

ア 調査対象 

全国の教育旅行を取り扱う旅行会社の本社、支店、営業所とし、倉敷市への教育旅行の取扱   

実績がある旅行会社だけでなく、取扱実績がない旅行会社も含めるものとする。 

   イ 調査サンプル数 

     原則として有効回答数５０件以上を目標とする。 

ウ 対象者の選定方法、調査手法（Ｗｅｂ、メール、電話等） 

設問構成及び回収率向上の工夫を具体的に示すこと。 

エ 調査内容 

アンケート調査では、次に掲げる項目を基本として調査するものとする。具体的な設問 

構成及び内容については、受託者の提案を踏まえ、契約締結後に委託者と受託者が協議 

の上、決定する。 

（ア）回答者の担当エリア及び教育旅行の取扱状況 

（イ）教育旅行の発地地域、学校種別、旅行時期、旅行規模及び旅行形態 

（ウ）教育旅行先の選定に当たって重視する事項 

（エ）倉敷市の認知度及び教育旅行先としての評価 

（オ）倉敷市への教育旅行の取扱実績及び訪問内容 

（カ）倉敷市を訪問先として採用した理由又は採用していない理由 

（キ）宿泊施設、交通アクセス、体験プログラム、食事、受入体制等に対する評価及びニーズ 

（ク）倉敷市への教育旅行を検討するために必要な条件及び改善点 

（ケ）その他、教育旅行誘致施策の検討に必要な事項 

  



                                                 

  (２) ヒアリング調査 

アンケート回答者の中から、倉敷市へ過去５年以内に教育旅行の取扱実績がある旅行会社 

及び取扱実績がない旅行会社を選定し、ヒアリング調査を実施する。なお、同一の旅行会社 

に所属する者を選定する場合は、原則として異なる支店、営業所又は担当エリアの者を 

選定するものとする。 

   ア 調査対象 

教育旅行営業担当者又は仕入担当者３名程度。 

   イ 実施方法 

     対象者の選定理由を明確にし、対面またはオンラインで実施する。 

ウ 内容 

     ヒアリング調査の内容については、契約締結後、両者協議して決定することとする。 

 

 (３) 分析方法 

    アンケート及びヒアリング調査結果について、発地地域、学校種別、旅行形態、訪問理由等

の観点から分析を行い、本市の強み・課題を整理すること。 

(４) 効果的な取組の提案 

    調査・分析結果を踏まえ、重点ターゲット、重点地域、営業活動、情報発信、受入体制等に

ついて複数の取組を提案すること。 

 (５) 業務実施上の留意事項 

・調査対象の選定理由を明確にすること。 

・分析結果を施策提案へ結び付ける考え方を整理すること。 

・委託者と十分協議しながら業務を進めること。 

 

５ 報告書の提出 

 (１) 成果物の提出等 

   ア 提出期限 令和９年３月１９日（金） 

   イ 提出場所 倉敷市修学旅行誘致委員会 

（事務局：倉敷観光コンベンションビューロー内） 

   ウ 提出物 業務完了報告書（所定の様式による） １部 

業務調査報告書（紙媒体１部及び電子データ） 

アンケート調査票、集計・分析データ、ヒアリング記録その他調査・分析に使用した電子

データ一式（電子媒体又は委託者が指定する方法により提出） 

 (２) その他 

   ・成果物の提出にあたっては、事前に委託者の承認を受けること。 

   ・事業実施状況等を分かりやすく編集し取りまとめること。 

 

６ 留意事項 

 (１) 委託業務の履行に際し、他の者が著作権を有するものを使用し、問題が生じたときは、委託者    



                                                 

に不利益が生じないように受託者の責任においてこれを処理するものとする。 

 (２) 成果物納入までにかかる一切の費用は、委託料に含まれるものとする。 

 (３) 受託者は本業務を行うにあたり、関連法令等を遵守すること。 

 

７ その他 

 (１) 本業務の実施、本仕様書に明記なき事項、業務上発生した疑義については、両者協議により 

業務を進めるものとする。 

 (２) 委託契約後、速やかに業務実施に係る計画書（実施内容、スケジュール等を記載）を提出し、 

委託者の承認を受けること。また、業務の実施にあたっては、委託者と十分協議したうえで 

行うこととする。 


